（申込日）平成　　年　　月　　日

地方公共団体情報システム機構
理事長　殿
地方公会計標準ソフトウェアの利用申込書
地方公共団体の名称
その長の職　　氏　名　　印

　　地方公会計標準ソフトウェアの利用を申込みます。

	地方公共団体の名称
	

	全国地方公共団体コード
	

	住所
	〒



	責任者
	所属
	

	
	職名・氏名
	

	
	電話番号
	(       )     　－

	
	FAX番号
	(       )     　－

	
	E-Mail
	

	担当者
	所属
	

	
	職名・氏名
	

	
	電話番号
	(       )     　－

	
	FAX番号
	(       )     　－

	
	E-Mail
	


　　


地方公会計標準ソフトウェアの利用申込みに係る個人情報の取扱いについて
　地方公共団体情報システム機構では、地方公会計標準ソフトウェアの利用申込みに係る個人情報の重要性を認識し、その保護の徹底を図るため、以下の事項に基づき、個人情報を取り扱います。

１　個人情報の利用目的

　お預かりした個人情報は、地方公会計標準ソフトウェアの利用に係る連絡のみに利用し、その他の目的では利用いたしません。

２　個人情報の第三者提供

　お預かりした個人情報は、ご本人が事前にご承諾・同意された場合又は法令等による場合を除いて、第三者に提供することはありません。

３　開示対象個人情報の開示等及び問い合わせ先

　ご本人からの求めにより、当機構が保有する開示対象個人情報の開示等（利用目的の通知、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止及び消去）に応じます。

　個人情報の開示等をご希望される場合は、下記問い合わせ先までご連絡ください。なお、開示等を行う場合は、ご本人であることが確認できる書類の写し（住民基本台帳カード、パスポート等）の提供をお願いする場合があります。

４　個人情報の管理

　お預かりした個人情報は、適切な管理を行うとともに、漏えい、減失及びき損の危険に対して、適切かつ合理的な安全対策を講じるものとします。

５　本件に関する責任者

　地方公共団体情報システム機構　研究開発部　個人情報保護管理責任者

６　本件に対する問い合わせ先

　研究開発部　電話：03-5214-8002／ファックス番号：03-5214-8080

　　　　　　　電子メールアドレス：kokaikei@j-lis.go.jp


地方公会計標準ソフトウェアの使用許諾書について
地方公会計標準ソフトウェア（以下「標準ソフトウェア」といいます。）を使用する際には、下記の使用許諾書のすべての条項に同意いただくことが必要です。標準ソフトウェアのインストール前に下記の規約を必ずお読みください。
記
（目的）
第１条　本使用許諾書は、地方公共団体情報システム機構（以下「本機構」といいます。）と地方公会計標準ソフトウェア使用者との間の標準ソフトウェアに関する使用許諾等について、必要な事項を定めることを目的とします。
（定義）
第２条　本使用許諾書で使用する用語の意義は、次の各号のとおりとします。
一　標準ソフトウェア
全ての地方公共団体において「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」及び「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づく財務書類等（以下「財務書類等」といいます。）の作成や活用を行うためのコンピュータ・プログラム及び関連するドキュメントで、本機構が標準ソフトウェア使用者（次号に規定します。）に対して提供するものをいいます。
二　標準ソフトウェア使用者 

標準ソフトウェアを使用して統一的な基準に基づく財務書類等の作成や活用を行う地方公共団体をいいます。
三　システム仕様書
標準ソフトウェアの稼働に必要なハードウェア、前提ソフトウェア、ネットワーク等の仕様を示すドキュメントで、標準ソフトウェアに含まれるものをいいます。
四　稼働環境
システム仕様書に示されたハードウェア、前提ソフトウェア、ネットワーク等がシステム仕様書に示された仕様を実現した状態で標準ソフトウェアを稼働できるように標準ソフトウェア使用者が設置及び設定するシステム環境をいいます。
（標準ソフトウェアの使用許諾）
第３条　本機構は、標準ソフトウェア使用者に対し、次の各号に掲げる事項に関し、標準ソフトウェアの非独占的かつ無償の使用を許諾します。
一　稼働環境のコンピュータに標準ソフトウェアをインストールして使用すること。
二　法人たる標準ソフトウェア使用者の法人組織内部での使用の目的で標準ソフトウェアを複製すること。
（著作権）
第４条　標準ソフトウェアの著作権は、本機構及び標準ソフトウェアを製造した者（以下「製造者」といいます。）が保有しており、国際条約及び著作権法により保護されています。
２　標準ソフトウェアは、標準ソフトウェア使用者に対し、本使用許諾書に従い、非独占的に使用許諾されるもので、標準ソフトウェアの著作権が譲渡されることはありません。
（環境条件）
第５条　標準ソフトウェアは、稼働環境において動作するものとします。
２　標準ソフトウェア使用者は、稼働環境を自己の負担と責任で準備するものとします。
（禁止事項）
第６条　標準ソフトウェア使用者は、次の各号に掲げる行為を行ってはなりません。
一　標準ソフトウェアを財務書類等の作成や活用以外の目的で使用すること。
二　標準ソフトウェアの全部又は一部を第三者に頒布、送信、その他の方法で提供すること。
三　標準ソフトウェアに本機構の許諾なしに改変を加えること及び逆コンパイル又は逆
アセンブルを行うこと。なお、本機構が使用許諾した標準ソフトウェアについて改変
権許諾（ソース・プログラムの提供も含む。）の要求があった場合は、その取り扱い
について本機構と製造者が別途協議して定めることとする。
四　標準ソフトウェアに含まれる著作権表示その他の財産権表示を消去又は剥奪すること。
五　標準ソフトウェアを構成しているプログラムの一部を取り出し使用すること。
（保証の拒絶及び免責）
第７条　標準ソフトウェアは、標準ソフトウェア使用者に対して現状で提供されるものであり、本機構及び製造者は、標準ソフトウェアにプログラミング上の誤りその他の瑕疵のないこと、標準ソフトウェアが特定目的に適合すること、並びに標準ソフトウェア及びその使用が標準ソフトウェア使用者又はそれ以外の第三者の権利を侵害するものではないこと、その他いかなる内容についての保証を行うものではありません。
２　本機構及び製造者は、任意に標準ソフトウェアの不具合修正を行うことはありますが、標準ソフトウェア使用者に対して、標準ソフトウェアの補修、保守その他いかなる義務も負わないものとします。本機構及び製造者は、標準ソフトウェアの使用に起因して、標準ソフトウェア使用者に生じた損害又は第三者からの請求に基づく標準ソフトウェア使用者の損害について、原因のいかんを問わず、一切の責任を負わないものとします。
（不具合修正版、改訂版又は後継版の提供）
第８条　本機構は、任意に標準ソフトウェアの不具合修正版、改訂版又は後継版を使用可能とすることができるものとします。
２　標準ソフトウェア使用者は、不具合修正版、改訂版又は後継版が使用可能とされたときは、速やかに不具合修正版、改訂版又は後継版の稼働環境を準備するものとします。
３　標準ソフトウェア使用者は、不具合修正版、改訂版又は後継版が使用可能とされたときは、速やかに標準ソフトウェアの使用を不具合修正版、改訂版又は後継版の使用に変更するものとします。
４　標準ソフトウェアの不具合修正版、改訂版又は後継版が使用可能とされたときは、本使用許諾書に規定する条件は、不具合修正版、改訂版又は後継版の使用許諾の条件として適用するものとします。
（期間及び解約）
第９条 本使用許諾書に基づく本機構と標準ソフトウェア使用者との間の標準ソフトウェアに係る使用許諾の効力は、標準ソフトウェア使用者が標準ソフトウェアをインストールした時に開始し、標準ソフトウェアの使用を終了し、稼働環境のコンピュータから標準ソフトウェアを消去又は削除したときに終了するものとします。
２　本機構は、標準ソフトウェア使用者が本使用許諾書に規定する条件に違反したときには、標準ソフトウェアに係る使用許諾の効力を直ちに終了させることができるものとします。
３　第１項の規定にかかわらず、本使用許諾書に基づく本機構と標準ソフトウェア使用者との間の標準ソフトウェアに係る使用許諾の効力は、平成31年3月31日をもって終了するものとします。ただし、標準ソフトウェア使用者が、別途定める「地方公会計標準ソフトウェア関連サービス利用規約」に同意し、当該サービスを利用する間については、この限りではありません。
（使用許諾書の変更）
第10条　本機構は、必要があると認めるときは、標準ソフトウェア使用者に対する事前の通知を行うことなく、いつでも本使用許諾書の条項を変更し、又は新たな条項を追加することができるものとします。
２　本機構は、本使用許諾書の条項を変更し、又は新たな条項を追加したときは、遅滞なく本機構ホームページに掲載し公表するものとします。
３　前項の公表後に、標準ソフトウェア使用者が標準ソフトウェアの使用を継続するときは、標準ソフトウェア使用者は、変更又は追加後の条項に同意したものとみなされます。
（準拠法及び合意管轄裁判所）
第11条　本使用許諾書には、日本法が適用されるものとします。
２　本使用許諾書に関する本機構と標準ソフトウェア使用者間に生ずるすべての訴訟については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所と定めます。
附　則
本使用許諾書は、平成27年9月30日から施行します。
附　則
この変更は、平成31年1月15日から施行します。
別紙１「地方公会計標準ソフトウェアの利用申込みに係る個人情報の取扱いについて」及び別紙２「地方公会計標準ソフトウェアの使用許諾書について」を必ずご確認のうえ、以下のチェックボックスのいずれかに　☑　を付け、ご提出ください。


・地方公会計標準ソフトウェアの利用申込みに係る個人情報の取扱いについて及び


地方公会計標準ソフトウェアの使用許諾書について


□　同意します。　　　　□　同意しません。
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